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道内景気は、持ち直しの動きが弱くなっている。

需要面をみると、個人消費は、残暑により秋物衣料品の売れ行きが不振となったほか、自

動車販売の伸びが鈍化するなど、全体としては弱い動きとなっている。住宅投資は横ばい圏

内の動きとなっている。公共投資は、国や市町村からの発注工事が増加し、前年を上回って

いる。輸出は米国向けなどが増加している。

生産活動は幾分弱い動きとなっている。雇用情勢は、有効求人倍率、新規求人数ともに改

善が続いている。企業倒産は、件数は増加し、負債総額は減少している。
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①個人消費～弱い動き

８月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲０．２％）は、９か月連続で前年を下

回った。

百貨店（前年比▲０．６％）は、その他の品

目が前年を上回ったが、衣料品、飲食料品が

前年を下回った。スーパー（同▲０．１％）

は、その他の品目、身の回り品が前年を上回

ったが、飲食料品や衣料品が前年を下回っ

た。

コンビニエンスストア（前年比▲０．９％）

は、３か月連続で前年を下回った。

②住宅投資～横ばい圏内の動き

８月の新設住宅着工戸数は、３，４７３戸（前

年比＋１２．３％）と２か月連続で前年を上回っ

た。利用関係別では、持家（同▲７．１％）は

前年を下回ったが、貸家（同＋３１．０％）およ

び分譲（同＋６．７％）は前年を上回った。

４～８月累計では、１６，０７１戸（前年同期比

＋６．６％）と前年を上回って推移している。

利用関係別では、持家（同▲７．０％）および

分譲（同▲５．２％）は減少したが、貸家（同

＋２２．３％）は前年を上回った。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は３か月連続の低下

８月の鉱工業生産指数は、前月比で

▲３．３％と３か月ぶり、前年比で▲４．５％と３

か月連続でそれぞれ低下した。

業種別では、前年に比べ電気機械工業など

が上昇したが、パルプ・紙・紙加工品工業や

鉄鋼業、一般機械工業などが低下した。

④公共投資～５か月連続の増加

８月の公共工事請負金額は、９６３億円（前

年比＋２９．０％）と５か月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（同＋４１．２％）、北海道

（同＋５．５％）、市町村（同＋２９．２％）いずれ

も前年を上回った。

４～８月累計では、請負金額４，９６７億円

（前年同期比＋１５．６％）と前年を上回った。

⑤雇用情勢～持ち直しの動きが続く

８月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．５６倍となり、前月比では０．０３ポイント、

前年比では０．１１ポイントそれぞれ上昇した。

前年比は３１か月連続の上昇となった。

新規求人数は、前年比７．３％の増加とな

り、３１か月連続して前年を上回った。業種別

では、宿泊業、飲食サービス業（前年比

＋３０．４％）や建設業（同＋１８．５％）、医療、

福祉（同＋５．０％）などが増加した。

道内経済の動き
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輸出 輸入 輸出（前年比、右目盛） 輸入（同、同） 
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⑥来道客数～６か月連続で前年を上回る

８月の来道客数は、１，３７９千人（前年比

＋６．９％）と６か月連続で前年を上回った。

４～８月累計では５，１７２千人（前年同期比

＋１４．７％）となり、東日本大震災前の水準を

上回った。

ただし、足もとでは中国人観光客の予約取

り消しがみられる。

⑦貿易動向～輸出は３か月連続の増加

８月の道内貿易額は、輸出が前年比０．４％

増の３１８億円、輸入が同５．３％増の１，４０１億円

となった。

輸出は、化学製品などが減少したが、石油

製品や自動車の部分品などが増加し、３か月

連続で前年を上回った。

輸入は、原油・粗油などが増加し、２か月

ぶりに前年を上回った。

⑧倒産動向～件数は増加、負債総額は減少

９月の企業倒産は、件数が３４件（前年比

＋２１．４％）、負債総額が３５億円（同▲１４．９％）

となった。件数は２か月ぶりに前年を上回っ

たものの、負債総額は３か月連続で前年を下

回った。

業種別では、製造業８件、建設業６件、小

売業６件などとなった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移 
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世界金融 
危機 

H２３．３ 
東日本大震災 

公共投資の減少 

H１ ３ ． ９ 
アメリカ同時 
多発テロ 

H１ ７ ． ７ 
知床世界自然 
遺産登録 

景気対策 

原油価格 
の高騰 

１．平成２４年７～９月期実績

前期に比べ、売上DI（△２）は１ポ

イント上昇し、小幅ながら２期連続で持

ち直した。しかし、利益DI（△１３）は

５ポイント低下し、業況回復に足踏み感

がみられる。

２．平成２４年１０～１２月期見通し

売上DI（プラス４）は６ポイント、

利益DI（ゼロ）は１３ポイントそれぞれ

上昇し、業況は持ち直しが見込まれる。

定例調査

業況回復に足踏み感
第４６回 道内企業の経営動向調査
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配付し、郵送または電子メールにより回
収。
調査内容
第４６回定例調査
（２４年７～９月期実績、１０～１２月期見通し）
判断時点
平成２４年９月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４６９ １００．０％
札幌市 １９０ ４０．５ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各地域、空知地域南部道 央 １０４ ２２．２
道 南 ３９ ８．３ 渡島・檜山の各地域
道 北 ６３ １３．４ 上川・留萌・宗谷の各地域、空知地域北部
道 東 ７３ １５．６ 釧路・十勝・根室・網走の各地域

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ６６０ ４６９ ７１．１％
製 造 業 １７１ １２８ ７４．９
食 料 品 ５６ ４５ ８０．４
木 材 ・ 木 製 品 ３１ ２１ ６７．７
鉄鋼・金属製品・機械 ４６ ３６ ７８．３
そ の 他 の 製 造 業 ３８ ２６ ６８．４
非 製 造 業 ４８９ ３４１ ６９．７
建 設 業 １３０ ９８ ７５．４
卸 売 業 ８８ ６７ ７６．１
小 売 業 ９６ ５９ ６１．５
運 輸 業 ５３ ３９ ７３．６
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ２９ １７ ５８．６
その他の非製造業 ９３ ６１ ６５．６

〈図表２〉業種別の要点

要 点（７～９月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２４年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

２４年
４～６ ７～９１０～１２

見通し

全産業 利益は製造業、非製造業ともに低下 △３ △２ ４ △８ △１３ ０

製造業 原材料価格が上昇し、利益は各業種と
も低下 △１６ △９ ４ △９ △１７ ７

食料品 菓子メーカーは好調。水産加工は不振 △１８ △２ ９ △５ △１３ １６

木材・木製品 持家着工の減少と輸入材との競合激化 △４ △５ △１０ △４ △１９ △１４

鉄鋼・金属製品・機械 エネルギー関連が受注増 △３ ６ １９ △３ △８ １７

非製造業 建設業・小売業の不振が目立つ ２ １ ４ △８ △１２ △３

建設業 技能工不足で工期の遅れも △９ △１３ △２ △１９ △２９ △１３

卸売業 食品関連が堅調 △１９ ０ ６ △１６ △９ ５

小売業 燃料店、食品スーパーが苦戦 １７ △１０ △２ △３ △２８ △１０

運輸業 バス会社が好調。貨物輸送も持ち直し △３ ２６ ８ △９ ８ △３

ホテル・旅館業 観光客の回復続く ４２ ２９ ２９ ３９ ３８ ３１

調 査 要 項

定例調査
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＜図表3＞業況の推移（業種別） 
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＜図表5＞利　益 

＜図表4＞売　上 
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＜図表6＞資金繰り 
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＜図表7＞短期借入金の難易感 
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＜図表9＞設備投資 

＜図表8＞在　庫 
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価格引き下げ要請 

原材料価格上昇 

〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�過当競争（４５％） △４ 建設業（６５％）、小売業（６２％）で６割を超えるなど、非製造業
（５２％）でウエイト大。

�売上不振（４４％） ±０ 木材・木製品製造業（６８％）で１１ポイント上昇。

�原材料価格上昇（３３％） ＋１ 食料品製造業（５８％）で７ポイント上昇し、第１位。

�諸経費の増加（３０％） ＋１ ３期連続で上昇。運輸業（４４％）、食料品製造業（４０％）で比較的高
率。

�販売価格低下（２８％） △２ ６業種で低下するも、ホテル・旅館業（４１％）では４割を超える。

当面する問題点の推移（複数回答）
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�過当競争
①
４５
（４９）

２７
（２７）

２２
（２６）

２６
（２６）

③
３１
（３０）

３１
（２８）

①
５２
（５７）

①
６５
（７９）

①
５３
（５４）

①
６２
（６０）

３３
（３１）

③
２９
（４７）

①
３７
（３７）

�売上不振
②
４４
（４４）

①
４８
（４６）

③
３８
（３３）

①
６８
（５７）

①
４３
（３６）

①
５８
（７８）

②
４３
（４４）

②
５１
（５２）

②
４６
（４４）

②
４１
（３１）

③
３６
（４７）

①
４１
（５３）

②
３５
（３７）

�原材料価格上昇
③
３３
（３２）

②
４６
（４３）

①
５８
（５１）

②
４２
（３５）

②
４０
（４２）

②
３９
（３９）

２８
（２８）

２５
（２６）

３２
（２６）

２２
（２８）

①
４４
（５０）

２４
（３２）

２３
（２４）

�諸経費の増加
④
３０
（２９）

③
３３
（２９）

②
４０
（３６）

③
３２
（２６）

③
３１
（２１）

２３
（３３）

③
２９
（２９）

２０
（２０）

３０
（２６）

③
２９
（３５）

①
４４
（４４）

③
２９
（３２）

③
３３
（３４）

�販売価格低下
⑤
２８
（３０）

２９
（２８）

２９
（１８）

１６
（３９）

２９
（２７）

②
３９
（３９）

２８
（３１）

３０
（３４）

③
３６
（４４）

③
２９
（３１）

１５
（９）

①
４１
（４７）

２０
（２１）

�人件費増加 １８
（１８）

２１
（１８）

２４
（２６）

１６
（９）

２０
（１５）

１９
（１７）

１７
（１８）

１７
（２１）

１４
（１３）

１９
（１７）

１８
（９）

２４
（２６）

１８
（２２）

�価格引き下げ要請 １８
（１９）

１８
（２７）

１３
（２３）

２１
（１７）

２０
（３０）

１９
（３９）

１８
（１６）

２２
（１７）

３２
（２６）

３
（７）

１３
（６）

１２
（２６）

１５
（１５）

	人手不足 １７
（１５）

１３
（１３）

１６
（２３）

－
（－）

２０
（１５）

８
（６）

１８
（１６）

③
３１
（１７）

２
（５）

１２
（１６）

２１
（１９）

２４
（１１）

２０
（２５）


資金調達 ９
（１０）

１２
（１２）

１１
（１３）

１１
（９）

２０
（１５）

４
（６）

８
（９）

１０
（１０）

９
（１０）

７
（５）

１３
（６）

１２
（２６）

２
（７）

�設備不足 ５
（４）

１０
（７）

１３
（１０）

５
（４）

１１
（６）

４
（６）

４
（４）

１
（－）

８
（７）

３
（－）

５
（６）

１８
（２６）

－
（２）

�代金回収悪化 ４
（４）

２
（３）

２
（３）

５
（－）

－
（３）

４
（６）

５
（４）

２
（３）

１２
（１２）

７
（７）

－
（－）

－
（－）

５
（－）


その他 ４
（３）

６
（４）

４
（５）

１１
（９）

９
（－）

－
（６）

３
（２）

２
（４）

５
（３）

２
（－）

３
（－）

６
（－）

３
（２）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２３年
１０～１２

２４年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２３年
１０～１２

２４年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

２３年
１０～１２

２４年
１～３４～６７～９１０～１２

見通し

全 道 △４ △７ △３ △２ ４ △１１ △９ △８ △１３ ０ ３０ ２６ ３５ ３３ ２４（２９）

札幌市 △２ △１ ４ ３ １０ △７ △１ △８ △１２ ３ ３０ ３０ ３７ ３５ ２８（２６）

道 央 ２ △１１ ４ △２ １１ △９ △１２ △２ △９ ７ ３５ ３２ ３３ ３６ ２６（３２）

道 南 △１６ △１１ ３ ０ ０ △１７ △２４ ０ △１６ △８ ２５ ２０ ２９ ３９ １５（３６）

道 北 △１２ △１５ △２１ △１０ △５ △２０ △２０ △１７ △２５ △５ ３２ ２０ ３６ ３１ ２２（３３）

道 東 △６ △５ △２０ △７ △１０ △１４ △７ △１５ △１３ △１３ ２０ １７ ３３ ２２ １９（２６）
（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査
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今回の調査では震災以降の回復基調が一服しました。観光関連業種の持ち直しが続き、売

上は小幅ながら改善しています。しかし一方で、原材料価格の上昇や過当競争などから収益

環境は悪化しました。また、技能熟練者の東北地方への流出などから人材の確保が課題と

なっています。

このような中、エネルギー市場の拡大に伴い新たな需要を開拓する企業も見られます。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜製菓業＞ 低価格帯の新製品が好調なこ

と、海外観光客が回復しつつあることなどか

ら売上は計画を上回っている。

＜乳製品製造業＞ 生乳価格が引き上げら

れ、２４年４月に遡って適用される。しかし、

すでに販売した製品については上昇分を請求

できないため収益状況は厳しい。

＜製菓業＞ 道外での販売が好調だが、増産

による人員増や原料値上げ等により利益が低

下している。新商品を出しても多品種生産と

なるため生産効率が落ちるうえ、得意先から

特別価格での対応を求められており厳しい状

況が続く。

＜水産加工業＞ 売上・利益ともに増加した

が、輸入サケの価格が安く他の魚種に影響し

ないか心配している。また、最低賃金の引き

上げに伴う人件費増への対応が課題だ。

＜製材業＞ 過当競争により小規模物件にも

数社の見積もりが入る。また、消費税増税前

の駆け込み需要はあるだろうが、その後の反

動は目に見えている。また、新築を検討した

ものの景気悪化により取りやめた物件が今年

に入り２件あった。

＜製材業＞ 長期にわたる円高、ドル・ユー

ロ安により道内製材工場の生産が低迷してい

る。公共建築物向けの販売に活路を求める。

＜暖房装置製造業＞ 東北地方を中心に受注

は前年を上回っている。秋以降の最盛期に向

け人員を増加するとともに、規格品の即納体

制を整えた。

＜金属製品製造業＞ 農業機械生産台数は離

農者も多く減少傾向である。一方でエネル

ギー分野が活況を呈しており、順調に受注が

増加している。

＜輸送用機械製造業＞ 受注増加に伴い作業

場が不足している。ただし先行きは不透明で

あり増設する状況にはないため、稼働してい

ない他社の作業場を賃借する。

＜機械製造業＞ ようやく震災復興関連の話

が出てきた。ただし地元の東北企業優先の傾

向が強く、受注するにはより一層の営業活動

が必要と思われる。

経営のポイント

エネルギー市場の拡大に期待
〈企業の生の声〉
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＜金属加工処理業＞ 欧州不況の影響からス

クラップやアルミ製品の国内価格が低迷し、

また変動が急激なため業績に影響している。

ただし現在は上昇局面にあるため今後に期待

したい。

＜コンクリート製品製造業＞ 売上の不振な

製品の製造中止や市場動向を考えた製品開

発、工場の集約化を進めたい。取引先の東北

企業の営業に同行し、自社製品の浸透を図っ

ている。

＜型枠工事業＞ 業界に入職者が少なく、人

手不足となっているため同業者間で融通して

しのいでいる。また最近、新幹線工事関連の

話がでてきた。

＜建設業＞ 春先に受注した工事が完成間近

だが、人手不足と暑さで能率が上がらない。

特に技能職人不足が続き工期遵守が困難に

なっている。

＜建設業＞ 受注は増加しているが鉄筋工と

型枠大工を集めるのに苦労している。職人が

賃金の高い東北へ出稼ぎに行っており、道内

でも東北とほぼ同等の賃金で募集することに

なるため外注費がかさむ。

＜建設業＞ 業者の入札額が最低制限価格で

同額になり、１０社以上によるくじ引きが常態

化している。

＜農産物卸売業＞ 今年は天候が比較的順調

なため農産物の生産量が増加し、業績は伸び

ている。安全・安心な道産品の引き合いが多

く、大きなビジネスチャンスと捉えている。

＜建材卸売業＞ 独自のルート販売や現場密

着型営業等により、既存の仕事は激減しても

新規部門で高利益を得ている。

＜食材卸売業＞ 穀物相場の高騰が仕入れ価

格に影響しないか危惧している。一部取引先

で仕入れを一つの業者に集約する「一括物流

化」が進んでおり、売上減少の要因となって

いる。

＜靴卸売業＞ 残暑が長引き、仕入れ先から

秋冬物商品の納品を先延ばしされている。実

需性の強い商品よりファッション性のある商

品が好調だ。また、物流の集約化やコスト見

直しにより経費の削減ができた。

＜包装資材卸売業＞ 原発事故の影響により

国内産ワラ製品は売り手市場となっている。

原料確保のため早い時期からの仕入れが必要

なことから“言い値”での購入となってお

り、今後は販売価格への転嫁を含め難しい判

断を求められそうだ。

＜建材卸売業＞ 売上・利益低下が常態化し

て長年経つ。今後はメーカー系列への統合や

地域同業者による統合など、業界再編が活発

になりそうだ。

＜自動車販売＞ エコカー補助金の復活によ

り６月までは販売が好調だったが、終了後の

反動減が危惧される。

＜メガネ店＞ 販売単価は依然として下落傾

向にある。安価な商品の開発により、売上が

前年に比べ増加した。

経営のポイント

― １３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号
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＜事務用品店＞ 立地している商店街に空き

店舗が多くなり、集客力が落ちている。自社

努力とともに地域の魅力向上も必要だ。

＜スポーツ用品店＞ 数年前からシニア層向

けの商品を強化しており、今後も力を入れた

い。

＜農産物輸送業＞ 燃料価格は低下してきた

ものの依然として高値で推移し、過当競争と

併せて運賃価格に大きく影響している。

＜生コン輸送＞ 震災の影響により、本州へ

の長距離便で空車回送が発生する。他社へ傭

車を依頼しても良い返事が来ない。

＜観光バス＞ 貸切バスの事業収入は震災前

の水準にまで持ち直してきている。また、前

年度より増発した都市間バスが好調だ。

＜都市ホテル＞ 売上・利益ともに震災前の

水準に戻ってきているが、供給過剰による過

当競争から単価は上げられない状況である。

今後は宿泊料金の引き上げを目指したい。

＜都市ホテル＞ 婚礼件数の減少が最大の問

題点だ。

＜廃棄物処理業＞ 建設系廃棄物の処分料値

上げ等により原価が上昇している。産業廃棄

物分野へのシフトを急ぐとともに、リサイク

ル事業を拡大する。

＜建設機械器具リース＞ 仙台事業所におい

て震災復興需要による長期契約が出てきてお

り、売上増加が期待できる。

＜仕出し料理＞ 営業力の強化やサービス体

制の充実により売上は増加しているが、客単

価は確実に低下している。今後はメニューの

一新を図るとともに販売エリアを拡大する。

＜建設コンサルタント＞ 過当競争により売

上・利益とも厳しい状況が続いているが、新

幹線の札幌延伸など明るい兆しも見える。ま

た震災の影響で技術者が東北に流出してお

り、臨時雇用等の人材確保が困難である。

経営のポイント

― １４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号
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― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号

先行き不透明な経済が続き、経営改善を重要なテーマに挙げる企業が増えている。経営改善

は、計画を立案し実行及び統制をしていく、いわゆるPDCAサイクルが重要である。本稿では、

主に中小企業における経営改善を想定し、経営改善の実行力を上げるためのポイントを述べる。

１．経営改善は立案してからが勝負

人口減少や公共事業の削減など大きな経済環境の変化が中小企業を取り巻いている。この

ような経済環境の中では、簡単に売上を拡大することはできず、経営の舵取りが難しくな

る。イケイケドンドンの企業であっても売上確保が難しいため、企業の存続に必要なキャッ

シュフローを稼ぐことができなくなることがある。このため売上獲得と同時に、コスト削減

や原価改善などの経営改善が必要となる。売上が現状維持であっても、より利益を生む筋肉

質な組織とするため、事業全体の再構築を行うのである。経営改善は現状の把握から、問題

点や課題の抽出、具体的な経営改善計画の立案、そして実行といったステップで進められ

る。しかし、計画の実現には困難が伴い、実行段階で絵に描いた餅となっている企業も少な

くない。これは抜本的な業務の変更やリストラ、事業縮小など今まで経験したことがないこ

とも経営改善ではテーマに挙がることが多いためである。当然のことではあるが実行してい

くと担当者の想定していないことが多々起こる。このような想定外事項を乗り越えるために

は、強力なリーダーシップとスピーディな状況把握と検証、対策の立案がカギとなる。これ

らのことを踏まえ本稿では、経営改善計画の実行力を上げるためには、どのようなポイント

があるかを改めて考察する。なお、経営改善計画には、事業内容の改善として損益計算書を

改善する取り組みと、遊休資産の売却や債務整理などによって貸借対照表を改善する取り組

みがあるが、本稿では損益計算書を改善する取り組みを経営改善と呼んでいる。

経営のアドバイス

経営改善の実行力を上げる
株式会社 むらずみ経営
中小企業診断士 石堂 修
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経営のアドバイス

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号

２．経営改善の７つのポイント

経営改善を具体的に動かしていくことは、既存の業務のあり方や組織の業務を大幅に変え

ていくことが必要となる。このような大きな変革はトップの仕事だ。実現していくためには

トップによる強力なリーダーシップとスピーディな活動が必要となる。そのため経営改善計

画を実行する際には、次のようなポイントがある。

① トップのリーダーシップと経営改善チームの組成

② 財務会計から計数まで掘り下げた業績の把握

③ 業績の公開による危機意識の共有

④ 活動状況の見える化

⑤ 早期に小さな成功の獲得

⑥ 費用対効果に基づく投資判断

⑦ 月次から日次・週次へスピードアップ

① トップのリーダーシップと経営改善チームの組成

経営改善は大きな変革を伴うため、既存の企業活動におけるしがらみや人間関係を乗

り越えた推進が必要となる。このような変革には、第一にトップの強力なリーダーシッ

プが必要となる。第二にトップを支え手足となるチームが必要となる。経営改善により

各業務のやり方を変えることは、トップひとりの仕事では時間的にも物理的にも無理が

生じる。また、変革をする際には相応の反発が起こるため、十分な説明や調整、応援な

ど人間関係のケアが必要である。このため各機能・各部門のキーとなる人員を経営改善

チームのメンバーとして巻き込み協力を得ていくことが必要となる。この経営改善チー

ムは組織が持っている各部門機能からメンバーを選抜するため、クロスファンクショナ

ルチームとも呼ばれる。このように経営改善を推進する体制としてはトップから経営改

善チームを通して指示が伝達されるフラットな体制が望ましい。なお、チームの組成に

は組織構造自体を変革させる必要まではなく、社長直轄チームとして位置付けることが

一般的である。ただし、経営改善の指示伝達系統と責任と権限については明確にするこ

とが必要となる。また、選抜されるメンバーは、既存の組織における役員や部門長であ

る場合もあるが、そうではない場合もある。従来の組織が硬直化している場合や、年功

序列に基づいている場合には、まったく違う人材が選抜されることもある。このような

ことから３０～４０代の若手から、計画推進力や人間関係力、問題解決力がある者を起用す

る場合も多い。また、経営改善チームでは、全社の機能を一気通貫して担当するチーム

とすることが必要である。たとえば、製造業である場合、営業から設計・製造・アフ

ターフォローまですべての機能である。このようなことからメンバーの選抜に当たって

は充分検討し、メンバーには事前に個別面談を行い、協力を仰ぐことが重要である。
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② 財務会計から計数まで掘り下げた業績把握

経営改善の実行するに当たり、チームメンバーは財務会計上の数値に留まらず計数ま

で掘り下げた業績の把握を行う。ここでいう計数とは、財務会計で扱う“金額”では表

すことができない経営の実態を計る数値である。

＜計数例＞

ある製造業の場合 ： 生産計画達成率、自社製品販売シェア、原価率など

ある飲食業の場合 ： 宴会客数、戦略商品の売上数量、※FLコストなど

あるサービス業の場合 ： クロージング率、来店比率、問合せ数など
※FLコストとは飲食業界における重要な経営指標。食材費（food）と人件費（labor）を意味する。

このような現場の活動を直接反映する数値により業績把握をすることにより、経営改

善の成果をよりわかりやすく把握することができる。例えば、飲食業において戦略商品

の売上数量を計数として取り上げた場合、経営改善では戦略商品のおすすめスキル向上

策（具体的には、商品注文時においてタイミングを見ておすすめ商品を紹介するセール

ストークを練習するなどの取組み）を行ったとする。この場合に計数を使わずに売上高

により業績管理をしていた場合は、全体の売上が改善したとしても、その改善が戦略商

品をおすすめした結果なのか分析がしにくい。このため具体的に戦略商品の売上数量に

より状況を把握し、現場では何件程度を目標にするのかを議論し、その目標に届くよう

にスキル向上策を練るというとつながりを持たせるのである。経営改善を行うにあた

り、もし計数管理が行われていない場合は、自社の業績に直結する計数とは何かを議論

すべきである。また、業績管理に利用する財務数値をどのように捉えるかを見直す必要

がある。次表に業績管理別に経営改善の利用可能性についてまとめる。表の下に行くほ

ど管理体制は整備されていると言える。経営改善においては自社の管理状況を把握し、

一段上の管理レベルが実現できるように検討する必要がある。
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業績管理区分 内容 経営改善への利用

バランススコアカード
短期や中長期、財務と非財務のバランスを取った戦略を構築
し、業績評価指標により戦略推進を管理する。

◎：短期と中長期の視点に利用

計数管理
事業活動を反映する計数と財務数値を組み合わせて経営を管
理する。

○：短期的経営改善に利用

キャッシュフロー管理
利益に減価償却など非資金支出や売上の回収や借入金の返済
などを考慮して、実際の資金の出入りであるキャッシュフ
ローにより経営を管理する。

△：会計情報として重要

利益管理
経常利益や営業利益などを把握し、売上と費用を対照させ
て経営を管理する。

×：経営改善には不足

売上管理 売上高により業績を経営を管理する。 ×：経営改善には不足

③ 業績の公開による危機意識の共有

前述のように掘り下げて把握した業績は、ある程度要約して従業員に公開することが

望ましい。これは従業員の経営改善への参画意識を高めることや、業績への理解を深め

危機意識を熟成するためである。経営改善はトップダウンで推進されていくが、できれ

ば従業員の自立的な改善活動が同時に行われて欲しい。自立的な改善を促すためには、

経営者と同じ目線になるように情報を公開する必要がある。しかし、中小企業において

は業績を公開している企業は多くない。このような場合はなぜ公開できないのかを検討

し、その理由自体を解決できないかを検討すべきである。

＜業績公開の効果＞

イ）従業員の疑心暗鬼を防ぐことができる

ロ）従業員の帰属意識を熟成することができる

ハ）従業員の自立的な経営改善を促すことができる

ニ）費用対効果を意識する組織風土が生まれる

ホ）経営者と従業員が一体となって経営改善に向かうことができる

業績情報を公開する場合は、不要な不安を煽ってしまうことや、役員報酬や交際費な

どの費目が公開されることによる弊害を懸念することがある。公開することによりいた

ずらに不安を煽ることはお勧めできないが、弊害がある場合は、本当にその役員報酬や

交際費などが必要なのか、従業員に不満を抱かれるほどの金額とする理由は何かを考え

る必要がある。
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④ 活動状況の見える化

経営改善の状況は、結果として計数に反映し、同時に財務会計に反映される。しか

し、結果だけを管理していては、売上を獲得するための営業活動や不良率を下げるため

の社内教育などの活動をコントロールすることができない。このため、経営改善の施策

は具体的な行動まで掘り下げ、先行する指標を設定する。前述した飲食業の例であれ

ば、戦略商品をお勧めするためにロールプレイングなどを行った場合、そのロールプレ

イ回数などが先行指標となる。これらの指標は各社の事業においてさまざまである。こ

のため経営改善計画の立案において、実際の現場ではどのような指標を目標とするのか

を議論しておくことが望ましい。このような議論の際には先行指標を出来る限り定量化

して、それぞれの認識にずれが無いようにまとめることが必要である。この取組みによ

り、結果管理から先行するプロセスの管理へとマネジメントの変革を行うのである。

⑤ 早期に小さな成功の獲得

経営改善を推進していくと、経営改善チームのメンバーには多大な責任や期待が掛け

られる。この期待が裏返しとなり経営改善を開始し、ある程度期間を経過しても目に見

える業績が出てこない場合、チームのメンバーは他従業員やチーム外の者からプレッシ

ャーを受ける。このプレッシャーはメンバーの行動を委縮させるなど様々なデメリット

が予測されるため、発生しないように予防しなければ改善がうまく進まない。このた

め、経営改善を行う際にはすぐに業績に反映するまでの効果を求めたいが、早期に小さ

な成果（アーリーサクセス）を達成することを目標に据える方が良い。小さな成果であ

ってもチームの成果として実現されることで、達成感を得られ、チーム外のメンバーに

も状況を伝えやすくなる。

⑥ 費用対効果に基づく投資判断

経営改善の現場では、利益に着目するため費用はできるかぎり削減することが求めら

れる。しかし、支出する金銭のすべての費用を抑制すべきと考えることには注意が必要

である。業績を良くするためには改善するまでの運転資金や広告宣伝費など、先行して

出ていく費用がある。また、抜本的な経営改善を実現するためには追加の設備投資が必

要となることもある。これらの事柄における支出の全てを無駄な経費であるとして抑制

してしまうと経営改善はなかなか進まない。費用をかけずに実行できる改善事項は限定

的であり効果も少ない。このようなことから経営改善では費用対効果に着目して運営す

ることが望ましい。しかし、費用対効果という言葉は会話の中で使われているが、実際

に書面として分析されている場合は少ない。このため実施したい経営改善策について費

用が発生する場合は、費用対効果を書類にまとめて判断していくことが求められる。中

小企業においては、過去の経緯として経営者のトップダウンにより運営されてきた企業

が多い。このような場合に、経営改善チームのメンバーは費用対効果を考えた判断を過
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去に経験してきていないことがある。このため費用対効果で考えて支出や投資の判断を

していくことについて説明をする必要があり、効果には短期的・長期的・定量的・定性

的など色々な視点があることを伝えていくことが必要である。

⑦ 月次から日次・週次へスピードアップ

経営改善計画は実行段階における不透明さなどにより簡単には成功しない。このため

検証・チェックから対策立案へのスピードを速めることは重要である。スピードを速く

するためには、最低限、月単位の業績把握とチームによる検証が必要であり、できれば

半月や旬間・週間での業績把握が望ましい。また、売上や各種計数で日次管理できるも

のは日次管理をしていくことが望ましい。これは月単位の検証ではサイクルが長いた

め、�検証時に議論した内容が次の検証時には希薄になってしまうこと、�毎日の活動
が経営改善であるライブ感が熟成されないことが懸念されるためである。

３．経営改善後には磨き上げられた企業が残る

本稿に挙げた経営改善のポイントは様々な企業に当てはまる事項である。経営改善を行う

タイミングは企業体質を大きく変革するチャンスである。前向きに取り組みを行い経営改善

が実現された企業は高水準の業績をたたき出すことに成功した例も少なくない。このように

磨き上げられた企業の経済的な価値は大きく、経営者にとっても社員にとっても大きな意味

を持っている。何よりも経営改善を成し遂げた達成感や充実感が企業への帰属意識を強めて

一体感のある組織ができる。本稿に挙げた経営改善のポイントがひとつでも役に立てば幸い

である。
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

１７年＝１００前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％）

２０年度 ９６．１ △７．８ ９４．４ △１２．７ ９８．２ △５．８ ９５．０ △１２．６ １０２．５ △２．４ ９５．３ △５．２
２１年度 ９０．１ △６．２ ８６．１ △８．８ ９２．７ △５．６ ８７．１ △８．３ ９０．８ △１１．４ ８９．５ △６．１
２２年度 ９３．５ ３．８ ９４．１ ９．３ ９６．５ ４．１ ９５．３ ９．４ ９２．０ １．３ ９３．０ ３．９
２３年度 ９４．４ １．０ ９３．２ △１．０ ９９．５ ３．１ ９３．４ △２．０ ９３．１ １．２ １０１．９ ９．６

２３年４～６月 ９２．１ △１．５ ８８．９ △５．８ ９７．１ △０．４ ８８．１ △８．３ ８５．０ △４．１ １０１．１ ４．６
７～９月 ９４．９ １．２ ９３．７ △０．９ １００．６ ４．７ ９４．３ △１．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０～１２月 ９３．６ １．２ ９４．１ △１．６ ９９．１ ３．５ ９４．６ △２．２ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年１～３月 ９６．６ ３．２ ９５．３ ４．８ １００．５ ５．０ ９５．４ ４．１ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４～６月 ９４．２ ２．４ ９３．４ ５．３ ９７．９ ０．９ ９５．２ ８．０ ９０．５ ６．６ １０７．５ ６．３

２３年 ８月 ９５．２ ３．２ ９４．６ １．６ １００．４ ５．４ ９４．７ ０．６ ８７．４ △２．４ １０２．８ ６．３
９月 ９３．６ △１．２ ９２．８ △２．４ ９８．３ １．７ ９３．９ △２．６ ８７．３ △３．０ １０２．９ ６．０
１０月 ９４．５ ４．８ ９４．５ ０．９ １００．０ ６．３ ９４．８ ０．０ ８５．８ △４．５ １０３．８ ７．５
１１月 ９２．０ △１．８ ９２．９ △２．９ ９８．０ １．３ ９３．０ △４．１ ８６．０ △３．３ １０３．３ ８．６
１２月 ９４．３ ０．７ ９５．０ △３．０ ９９．４ ２．７ ９６．１ △２．４ ８６．３ △３．１ １０１．５ ３．８

２４年 １月 ９６．８ ３．２ ９５．９ △１．６ １０１．１ ６．３ ９５．０ △１．５ ９０．３ ３．０ １０３．６ ２．５
２月 ９６．３ ３．６ ９４．４ １．５ ９９．７ ５．８ ９５．３ １．５ ８９．１ １．１ １０３．１ １．０
３月 ９６．６ ２．７ ９５．６ １４．２ １００．８ ３．０ ９５．８ １１．９ ９０．４ １．２ １０７．５ ９．６
４月 ９５．８ １．４ ９５．４ １２．９ ９９．７ ０．９ ９６．４ １６．０ ９１．５ １．３ １０９．６ １０．８
５月 ９３．３ ７．４ ９２．２ ６．０ ９５．７ ４．２ ９５．１ １１．７ ９２．７ ４．９ １０８．８ ４．７
６月 ９３．４ △１．３ ９２．６ △１．５ ９８．３ △２．１ ９４．２ △１．１ ９０．５ ６．６ １０７．５ ６．３
７月 r ９４．１ △１．０ r ９１．７ △０．８ r１００．１ △２．１ r ９１．３ △１．８ ９１．１ ６．５ r１１０．６ ９．４
８月 p９１．０ △４．５ ９０．２ △４．６ p９７．０ △３．４ ９１．５ △３．３ p９０．１ ３．０ １０８．８ ５．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
２０年度 ９３３，７２０△５．６ ２０６，５８９△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，４０４ △５．２ １２８，１４７ △２．５
２１年度 ９２０，８５５△３．６ １９５，６７５△６．４ ２４６，０８６ △４．６ ７０，５４４ △８．６ ６７４，７６９ △３．３ １２５，１３１ △５．１
２２年度 ９３５，２９９△１．２ １９５，７８５△２．０ ２２０，２３３ △３．０ ６７，２６７ △３．１ ７１５，０６７ △０．６ １２８，５１８ △１．４
２３年度 ９４８，５４４△１．０ １９７，００８△０．９ ２１４，０７１ △２．５ ６７，２３１ ０．０ ７３４，４７３ △０．６ １２９，７７７ △１．３

２３年４～６月 ２３０，６５６△２．２ ４７，４５２ △１．６ ４９，７８０ △３．６ １５，７２５ △１．５ １８０，８７６ △１．７ ３１，７２７ △１．７
７～９月 ２３０，６２２△１．６ ４８，１４５△１．７ ５１，１２３ △４．２ １５，８５８ △１．６ １７９，４９９ △０．８ ３２，２８７ △１．７
１０～１２月 ２５７，８５９△０．３ ５３，３３７ △１．３ ６０，６３２ △１．８ １９，２８７ △０．６ １９７，２２８ ０．２ ３４，０４９ △１．７

２４年１～３月 ２２９，４０６△０．３ ４８，０７４ １．３ ５２，５３６ △０．５ １６，３６１ ３．９ １７６，８７０ △０．２ ３１，７１４ △０．１
４～６月 ２３０，４０１△０．５ ４７，０９９△１．３ ４８，８７１ △１．８ １５，５２８ △０．２ １８１，５３０ △０．１ ３１，５７２ △１．９

２３年 ８月 ７７，１８５△１．９ １５，５７４△２．６ １５，５８１ △４．３ ４，６２９ △２．１ ６１，６０５ △１．３ １０，９４５ △２．９
９月 ７１，０９１△３．９ １４，７２８ △３．６ １６，０７２ △４．７ ４，７３２ △２．８ ５５，０１９ △３．７ ９，９９６ △４．０
１０月 ７７，４０７△０．８ １６，０５７△１．４ １７，６７０ △２．８ ５，５１２ △０．８ ５９，７３７ △０．２ １０，５４５ △１．７
１１月 ７７，５１７ ０．８ １６，３７０ △２．５ １７，９４９ △０．５ ５，８９１ △２．２ ５９，５６８ １．２ １０，４７９ △２．７
１２月 １０２，９３６△０．７ ２０，９１０△０．３ ２５，０１２ △２．０ ７，８８４ ０．７ ７７，９２３ △０．３ １３，０２６ △０．９

２４年 １月 ７８，９２７△０．４ １７，３８３△１．２ １８，８３０ △１．２ ５，９７４ △１．２ ６０，０９７ △０．２ １１，４０８ △１．２
２月 ７０，６２５△０．１ １４，６５９ ０．２ １５，１６９ △４．８ ４，６９１ △０．５ ５５，４５６ １．３ ９，９６９ ０．６
３月 ７９，８５４△０．２ １６，０３２ ５．１ １８，５３７ ４．０ ５，６９６ １４．２ ６１，３１７ △１．４ １０，３３７ ０．５
４月 ７７，６６１△０．４ １５，６６４ △０．６ １６，５０９ △２．１ ５，１８４ １．５ ６１，１５１ ０．１ １０，４８０ △１．６
５月 ７７，０９６△０．１ １５，７５３ △０．８ １６，２１８ △１．６ ５，１２６ △０．９ ６０，８７９ ０．３ １０，６２８ △０．７
６月 ７５，６４４△０．９ １５，６８２ △２．６ １６，１４４ △１．７ ５，２１８ △１．２ ５９，５００ △０．７ １０，４６４ △３．３
７月 r ８０，４７２△２．７ r １７，１２３ △４．４ １８，８３１ △３．３ ６，２０９ △３．３ r ６１，６４１ △２．５ r １０，９１４ △５．０
８月 p ７７，３７７△０．２ １５，５６８△０．９ p １５，４８９ △０．６ ４，５４５ △０．８ p ６１，８８８ △０．１ １１，０２３ △０．９

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― ２１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９６／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.10.19 10.38.57  Page 21 



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）２２年＝１００
前 年 同
月比（％）２２年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０３．１ １．４ １０２．１ １．１ １００．４６ ８，１１０
２１年度 ４３０，９２２ △１．４ ７９，３８３ △４．２ １００．１ △２．９ １００．４ △１．７ ９２．８０ １１，０９０
２２年度 ４４７，９５１ １．６ ８２，６５７ １．５ ９９．９ ０．１ ９９．９ △０．４ ８５．６９ ９，７５５
２３年度 ４７７，４２６ ３．４ ８９，７５８ ４．６ １００．３ ０．４ ９９．８ △０．１ ７９．０５ １０，０８４

２３年４～６月 １１４，０８１ ３．６ ２１，２４２ ４．９ １００．６ ０．４ ９９．８ △０．４ ８１．７０ ９，８１６
７～９月 １２８，７８０ ２．１ ２３，７７６ ３．７ １００．２ ０．７ ９９．８ ０．１ ７７．８４ ８，７００
１０～１２月 １２１，３９１ ６．２ ２２，７０８ ８．１ ９９．９ ０．０ ９９．６ △０．３ ７７．３９ ８，４５５

２４年１～３月 １１３，１７４ １．９ ２２，０３３ ２．０ １００．６ ０．５ ９９．９ ０．３ ７９．２８ １０，０８４
４～６月 １２０，９６９ １．６ ２３，３３６ １．６ １００．６ ０．０ １００．０ ０．２ ８０．１７ ９，００７

２３年 ８月 ４４，５９２ ５．４ ８，０９９ ６．６ １００．２ ０．８ ９９．９ ０．２ ７７．２２ ８，９５６
９月 ４０，０５２ △６．８ ７，４７２ △４．１ １００．０ ０．２ ９９．９ ０．０ ７６．８４ ８，７００
１０月 ４０，４０４ ９．２ ７，５８７ １３．５ １００．０ ０．０ １００．０ △０．２ ７６．７７ ８，９８８
１１月 ３８，７５５ ６．０ ７，３１４ ７．３ ９９．７ △０．２ ９９．４ △０．５ ７７．５４ ８，４３５
１２月 ４２，２３２ ３．７ ７，８０６ ４．０ １００．１ ０．１ ９９．４ △０．２ ７７．８５ ８，４５５

２４年 １月 ３７，７３２ １．０ ７，２３５ １．６ １００．２ ０．３ ９９．６ ０．１ ７６．９７ ８，８０３
２月 ３６，５３２ ５．２ ７，０８２ ４．４ １００．４ ０．４ ９９．８ ０．３ ７８．４５ ９，７２３
３月 ３８，９１０ △０．１ ７，７１５ ０．３ １０１．３ ０．９ １００．３ ０．５ ８２．４３ １０，０８４
４月 ３８，５５２ ４．６ ７，５９８ ６．２ １０１．１ ０．６ １００．４ ０．４ ８１．４９ ９，５２１
５月 ４０，８９９ １．４ ７，９２０ １．７ １００．６ △０．１ １００．１ ０．２ ７９．７０ ８，５４３
６月 ４１，５１８ △０．８ ７，８１８ △２．７ １００．２ △０．４ ９９．６ △０．２ ７９．３２ ９，００７
７月 ４５，４８１ △１．２ ８，６０４ △３．４ ９９．７ △０．６ ９９．３ △０．４ ７９．０２ ８，６９５
８月 ４６，１４４ △０．９ ８，６７２ △１．４ ９９．６ △０．６ ９９．４ △０．４ ７８．６６ ８，８４０

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０
２１年度 １６０，１１６ ６．７ ４９，０７８ ２５．４ ６６，２２３ ４．３ ４４，８１５ △５．６ ４，１７５，４５７ ６．８
２２年度 １５２，７３４ △４．６ ４６，５９２ △５．１ ６２，４６２ △５．７ ４３，６８０ △２．５ ３，７８８，３１５ △９．３
２３年度 １５７，８５８ ３．４ ４７，８０６ ２．６ ６３，７１５ ２．０ ４６，３３７ ６．１ ４，００９，９８８ ５．９

２３年４～６月 ３０，０７６ △３１．２ ８，１９９ △３８．７ １２，９６１ △２９．１ ８，９１６ △２６．３ ６４８，６８２ △３３．６
７～９月 ４０，９０４ △１１．８ １２，４８５ △１５．０ １７，２８８ △１０．５ １１，１３１ △９．８ ９７８，１６１ △１１．０
１０～１２月 ３３，２４１ ２５．０ １０，６０７ ２９．４ １２，２７２ １９．４ １０，３６２ ２７．５ ９３４，２５９ ２４．６

２４年１～３月 ５３，６３７ ４８．８ １６，５１５ ５９．９ ２１，１９４ ４５．３ １５，９２８ ４３．２ １，４４８，８８６ ５０．３
４～６月 ４６，８７１ ５５．８ １２，３９１ ５１．１ １８，３２９ ４１．４ １６，１５１ ８１．１ １，０７６，８７８ ６６．０

２３年 ８月 １１，４２１ △１６．５ ３，４４６ △１７．４ ４，８１６ △１８．０ ３，１５９ △１３．０ ２７３，２７７ △２６．０
９月 １５，１０６ １．３ ４，９６８ △３．２ ５，８９３ １１．６ ４，２４５ △５．７ ３９２，０４９ △２．１
１０月 １２，２２２ ２８．８ ３，７５７ ３５．６ ４，７４３ ３２．１ ３，７２２ １８．９ ３２０，７７８ ２７．５
１１月 １１，８１７ ２３．９ ３，７０４ ２１．４ ４，３５３ １３．３ ３，７６０ ４２．２ ３２３，６５９ ２５．１
１２月 ９，２０２ ２１．５ ３，１４６ ３２．３ ３，１７６ １１．７ ２，８８０ ２２．６ ２８９，８２２ ２０．９

２４年 １月 １１，９６１ ３９．５ ３，４９６ ４９．８ ４，６２９ ３２．７ ３，８３６ ３９．３ ３５８，６８５ ３８．４
２月 １４，６１１ ３０．６ ４，３８７ ３８．２ ５，６４６ ３０．８ ４，５７８ ２３．８ ４４９，２８５ ３１．７
３月 ２７，０６５ ６６．３ ８，６３２ ７９．１ １０，９１９ ６０．９ ７，５１４ ６０．９ ６４０，９１６ ７６．３
４月 １４，４６１ ９０．７ ３，６７５ ８３．２ ５，９８７ ８２．４ ４，７９９ １０９．２ ３０６，２６１ ９９．５
５月 １３，９９１ ７２．８ ３，７３１ ６４．３ ５，０８２ ６５．９ ５，１７８ ８７．４ ３３７，９７６ ６８．６
６月 １８，４１９ ２７．９ ４，９８５ ２７．１ ７，２６０ ９．８ ６，１７４ ６０．０ ４３２，６４１ ４６．８
７月 １８，７５１ ３０．４ ５，１０８ ２５．５ ７，８０２ １８．６ ５，８４１ ５６．７ ４４５，２３９ ４２．３
８月 １２，４１６ ８．７ ３，５５１ ３．０ ４，６５４ △３．４ ４，２１１ ３３．３ ３１５，７９０ １５．６

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― ２２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９６／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.10.19 10.38.57  Page 22 



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ ９７，２２１ △１３．１
２１年度 ２７，６１６ △２３．４ ７，７５３ △２５．４ ９３７，６６５ ９．３ １２３，７７６ ４．９ ７７，４０５ △２０．４
２２年度 ２９，９２２ ８．４ ８，１９０ ５．６ ８１９，４４０ △１２．６ １１２，８２７ △８．８ ８４，４８０ ９．１
２３年度 ３１，５７３ ５．５ ８，４１２ ２．７ ７４９，５８３ △８．５ １１２，２４９ △０．５ ８９，７４２ ６．２

２３年４～６月 ８，７３３ １０．０ ２，０３２ ４．１ ２６６，５０６ △３．７ ２８，１３６ △９．３ ２１，８５２ ９．８
７～９月 ８，７３４ ５．６ ２，２９６ ７．９ ２３７，０９８ △５．０ ３１，１４２ △３．４ ２３，１２２ ５．８
１０～１２月 ８，９５３ １４．８ ２，０９０ △４．５ １１７，６３２ △９．４ ２６，２８３ ３．６ ２０，４５８ ６．７

２４年１～３月 ５，１５３ △１２．８ １，９９５ ３．７ １２８，３４７ △２１．３ ２６，６８８ １０．３ ２４，３１０ ３．３
４～６月 ９，２７７ ６．２ ２，１５９ ６．２ ２９２，０２１ ９．６ ３２，５０８ １５．５ ２１，４６９ △１．７

２３年 ８月 ３，０９２ ５．１ ８２０ １４．０ ７４，６１６ １．１ ９，５３６ ３．５ ６，８１５ ２．１
９月 ２，３８９ △４．７ ６４２ △１０．８ ７４，０１９ ６．４ １２，００９ ３．３ ９，７１８ ９．８
１０月 ３，２７９ １７．７ ６７３ △５．８ ５５，２８７ △０．４ １０，７０２ ３．２ ６，１５８ １．５
１１月 ３，４６５ ３２．６ ７２６ △０．３ ４１，２４７ ４．７ ８，４４７ ６．８ ６，６０７ １２．５
１２月 ２，２０９ △８．０ ６９１ △７．３ ２１，０９８ △３９．７ ７，１３４ ０．６ ７，６９３ ６．３

２４年 １月 １，３３０ △３１．８ ６６０ △１．１ １０，６９４ △４０．４ ５，６６１ ８．５ ５，９１５ ５．７
２月 ２，０８４ １６．０ ６６９ ７．５ １３，４３１ △２０．６ ７，０４９ １６．８ ７，１２７ ８．９
３月 １，７３９ △１９．５ ６６６ ５．０ １０４，２２２ △１８．７ １３，９７８ ８．０ １１，２６９ △１．１
４月 ３，３００ ２３．３ ７３６ １０．３ １１９，０９７ ０．８ １２，４３１ ５．４ ７，０２８ ６．６
５月 ２，７２０ △１．０ ６９６ ９．３ ８２，３８０ １２．４ ８，６８６ ３６．７ ６，４２０ １．０
６月 ３，２５７ △１．６ ７２６ △０．２ ９０，５４４ ２０．７ １１，３９０ １４．１ ８，０２２ △９．９
７月 ３，３２１ ２．１ ７５４ △９．６ １０８，４０９ ２２．５ １２，１４９ ２６．６ ６，７０３ １．７
８月 ３，４７３ １２．３ ７７５ △５．５ ９６，２７０ ２９．０ １１，３６８ １９．２ ６，３９９ △６．１

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７３ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４
２１年度 １１，５３９ △５．８ ０．３５ ０．４２ ５．２ ５．２ ４８９ △３４．０ １４，７３２ △８．８
２２年度 １１，１７１ △３．２ ０．４１ ０．５１ ５．２ ５．０ ４５６ △６．７ １３，０６５ △１１．３
２３年度 １０，７２２ △４．０ ０．４６ ０．６２ ５．２ ４．５ ４６４ １．８ １２，７０７ △２．７

２３年４～６月 ２，１５３ △１９．９ ０．３９ ０．５１ ５．９ ４．８ １２３ ８．８ ３，３１２ △０．３
７～９月 ３，４８６ △３．３ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ １０４ △６．３ ３，１０８ △３．８
１０～１２月 ２，６４３ ０．７ ０．４９ ０．６７ ４．４ ４．３ １０２ △４．７ ３，１０３ △５．９

２４年１～３月 ２，４４１ ８．４ ０．５３ ０．７３ ５．５ ４．５ １３５ ８．０ ３，１８４ △０．８
４～６月 ２，６７４ ２４．２ ０．５０ ０．６６ ５．７ ４．６ １２４ ０．８ ３，１２７ △５．６

２３年 ８月 １，２９０ △２．０ ０．４５ ０．５９ ５．１ ４．５ ４２ ２３．５ １，０２６ △３．５
９月 １，１３０ △１．９ ０．４９ ０．６３ ↓ ４．２ ２８ △２６．３ １，００１ △９．１
１０月 １，０１０ ０．５ ０．４９ ０．６５ ↑ ４．４ ３１ ３．３ ９７６ △１４．０
１１月 ７９２ △２．０ ０．５０ ０．６７ ４．４ ４．３ ３８ ２．７ １，０９５ ３．２
１２月 ８４０ ３．５ ０．４９ ０．６９ ↓ ４．２ ３３ △１７．５ １，０３２ △６．３

２４年 １月 ７６２ △２．４ ０．５１ ０．７２ ↑ ４．５ ３３ △１５．４ ９８５ △５．３
２月 ７８７ △２．９ ０．５４ ０．７４ ５．５ ４．４ ５０ ２２．０ １，０３８ ５．１
３月 ８９２ ３５．１ ０．５４ ０．７３ ↓ ４．７ ５２ １５．５ １，１６１ △１．８
４月 ７４９ ３３．４ ０．４９ ０．６６ ↑ ４．８ ４１ △２１．２ １，００４ △６．６
５月 ９１４ ２２．８ ０．５０ ０．６５ ５．７ ４．５ ４１ １０．８ １，１４８ ７．１
６月 １，０１１ １９．４ ０．５１ ０．６６ ↓ ４．４ ４２ ２３．５ ９７５ △１６．３
７月 １，１１９ ５．１ ０．５３ ０．７０ － ４．４ ３３ △２．９ １，０２６ △５．０
８月 １，３７９ ６．９ ０．５６ ０．７３ － ４．２ ４１ △２．４ ９６７ △５．７

資料 �北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

主要経済指標（３）

― ２３ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号
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年月

通関実績
輸出 輸入

北海道 全国 北海道 全国

百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 百万円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 ３７７，１５４ △１．１ ７１１，４５６ △１６．４ １，５５２，４４９ １１．９ ７１９，１０４ △４．１
２１年度 ３２２，６４２ △１４．５ ５９０，０７９ △１７．１ ９７７，６６３ △３７．０ ５３８，２０９ △２５．２
２２年度 ３４２，５２７ ６．２ ６７７，８８８ １４．９ １，２２８，５４０ ２５．７ ６２４，５６７ １６．０
２３年度 ３７４，３１３ ９．３ ６５２，８１４ △３．７ １，６３６，５９７ ３３．２ ６９７，０００ １１．６

２３年４～６月 ９２，４９１ １２．６ １５６，９０６ △８．１ ３７３，１１０ ２６．１ １６９，６４５ １０．５
７～９月 ９７，２４２ １６．１ １７１，１１３ ０．５ ３７３，４０６ ３４．９ １７５，３０２ １３．８
１０～１２月 ９１，３４１ １．４ １６３，２７０ △５．５ ４２３，３５０ ４３．８ １７５，０９５ １２．４

２４年１～３月 ９３，２３９ ７．８ １６１，５２６ △１．６ ４６６，７３１ ２９．２ １７６，９５８ ９．９
４～６月 ９６，０２１ ３．８ １６４，４２２ ４．８ r ３７２，８４５ △０．１ １７８，２４１ ５．１

２３年 ８月 ３１，６７０ ４２．９ ５３，５５７ ２．８ １３３，０４６ ７１．３ ６１，３３１ １９．２
９月 ３５，１５１ ２２．６ ５９，７３８ ２．３ １２０，０５０ １９．１ ５６，８５０ １２．２
１０月 ３０，３４９ △１．０ ５５，０６９ △３．８ １３２，４０７ ４６．１ ５７，８９９ １７．９
１１月 ３２，２１４ ３２．７ ５１，９６２ △４．５ １４６，３８２ ６２．０ ５８，８７４ １１．５
１２月 ２８，７７８ △１８．２ ５６，２３９ △８．０ １４４，５６１ ２７．４ ５８，３２２ ８．２

２４年 １月 ２８，２８９ ３．９ ４５，１０５ △９．２ １５４，６１１ ３３．８ ５９，９１９ ９．６
２月 ２８，６８３ １０．６ ５４，３８４ △２．７ １５５，４４７ ２７．０ ５４，１３０ ９．３
３月 ３６，２６７ ８．７ ６２，０３７ ５．９ １５６，６７３ ２７．１ ６２，９０８ １０．６
４月 ３８，８３６ １９．５ ５５，６６０ ７．９ １４９，１２８ １１．５ ６０，８９９ ８．１
５月 ２７，６９２ △２３．７ ５２，３３２ １０．０ １１９，１５８ △１４．３ ６１，５０４ ９．４
６月 ２９，４９３ ２４．５ ５６，４３０ △２．３ r １０４，５５９ ４．２ ５５，８３８ △２．２
７月 r ３３，５９２ １０．４ ５３，１３１ △８．１ r １１４，３６６ △４．９ r ５８，３５６ ２．２
８月 p ３１，７８９ ０．４ ５０，４５３ △５．８ p１４０，０６９ ５．３ p ５８，０１３ △５．４

資料 財務省、函館税関

■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

預貸金（国内銀行）
預金 貸出

北海道 全国 北海道 全国

億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％） 億円 前年同月
比（％） 億円 前年同月

比（％）
２０年度 １２９，９５１ ２．０ ５，６４７，０１９ ２．６ ９１，０５６ ２．３ ４，２２２，５９３ ４．３
２１年度 １３４，９７０ ３．９ ５，７９６，０７８ ２．６ ９２，７４６ １．９ ４，１６１，６９７ △１．４
２２年度 １３８，０１４ ２．３ ５，９７２，６６５ ３．０ ９２，９８６ ０．３ ４，１３７，９１１ △０．６
２３年度 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９

２３年４～６月 １３７，４６６ １．９ ５，９４９，８２８ ２．６ ９０，５７３ ０．４ ４，０８２，２２３ △０．３
７～９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０～１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年１～３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４～６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４

２３年 ８月 １３６，３６２ １．８ ５，８９７，３９４ ２．７ ９０，８３２ ０．５ ４，０６６，０１５ ０．０
９月 １３７，４０２ ２．４ ５，９３３，９１０ ２．７ ９２，３４２ ０．８ ４，１２２，２５７ ０．４
１０月 １３６，２１２ １．８ ５，８９９，８７０ ３．０ ９１，５３１ ０．１ ４，０８９，１０１ ０．５
１１月 １３６，８８６ １．７ ５，９５２，９７９ ３．４ ９１，２６５ ０．２ ４，０９２，１９７ ０．８
１２月 １３８，２２１ １．６ ５，９６９，４３０ ３．５ ９２，２５２ ０．１ ４，１３４，９６６ １．０

２４年 １月 １３６，４９７ １．９ ５，９５１，５４４ ３．３ ９１，７４１ ０．２ ４，１０３，３８３ ０．９
２月 １３６，５３７ １．６ ５，９５５，９８３ ２．６ ９２，０２７ ０．４ ４，１０９，７７０ １．１
３月 １４１，９５７ ２．９ ６，１０１，２２５ ２．２ ９３，８９２ １．０ ４，１７４，２９８ ０．９
４月 １４０，２５５ １．８ ６，０６３，７０５ １．９ ９３，１８５ ０．３ ４，１２６，１９６ ０．７
５月 １３９，２２８ １．９ ６，０６８，０４５ １．８ ９１，９５１ ０．７ ４，１１１，１９０ ０．９
６月 １４０，０５０ １．９ ６，０７９，５２８ ２．２ ９１，６４３ １．２ ４，１３８，０７６ １．４
７月 １３８，４８９ １．４ ６，０２７，０４４ ２．３ ９１，２７８ ０．５ ４，１２２，９７０ １．０
８月 １３８，７５４ １．８ ６，０１４，５３８ ２．０ ９１，３１７ ０．５ ４，１２２，５５８ １．４

資料 日本銀行

主要経済指標（４）

― ２４ ―北洋銀行 調査レポート ２０１２年１１月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９６／本文　※柱に注意！／０２１～０２４　主要経済指標  2012.10.19 10.38.57  Page 24 
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●道内経済の動き 

●道内企業の経営動向 （平成24年7～9月期実績、平成24年10～12月期見通し） 

●経営改善の実行力を上げる 

調査レポート 2012.11月号（No.196） 
平成24年 （2012年） 10月発行 
発　　　行　　株式会社　北洋銀行 
企画・制作　　株式会社　北海道二十一世紀総合研究所　調査部 
　　　　　　　電話 （011）231- 8681

この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」 
古紙配合率100％紙を使用しています。 

Ｋ：】Ｓｅｒｖｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１９６／表紙／北洋銀行　ＤＩＣ２２１  2012.10.22 15.43.56  Page 1 
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